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宅地造成等工事規制区域

市街地や集落、その周辺など、盛土等が行われれば
人家等に危害を及ぼしうるエリア

・都市計画区域
・現に宅地造成が行われている区域
又は今後宅地造成が行われると予想される区域

特定盛土等規制区域

市街地や集落などから離れているものの、
地形等の条件から、盛土等が行われれば、
人家等に危害を及ぼしうるエリア等

宅地造成工事規制区域

（旧宅造法）

宅地造成に伴い災害が生じる
おそれの著しい区域で、
既に市街化された区域や、
今後、市街化を図ろうとする区域

※盛土規制法に基づく区域指定
までは旧宅造法の規制となる

盛土規制法で指定される規制区域

【盛土規制法パンフレットより】



規制区域は、都道府県知事等※が、地域の地形・地質等に関する基礎調査の結果を踏まえ、
関係市町村の意見を聴いた上で決定。

※大阪府のほか、政令指定都市・中核市が区域指定の法定権限を有し、それぞれで指定等を行います。
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基礎調査に基づき指定
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R6.4.1～

規制区域内の
盛土等の工事が
許可の対象に
（運用開始）

現在

●盛土等に伴う災害から人命を守るため、速やかに区域指定に必要な調査を実施する必要がある。

●リスクのあるエリアは、できる限り広く、規制区域とすることが重要。

区域指定の流れ

基礎調査実施要領（抜粋） ～法施行通知より～
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大阪府所管分の規制区域案／全域

宅
地
造
成
等
工
事
規
制
区
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岬町の一部を除く全域

【区域面積】
約11.5万ha※

※政令指定市、中核市が全域
指定された場合、
約18.9万ha

特
定
盛
土
等
規
制
区
域

岬町の一部

【区域面積】
約200ha

※区域図は区域指定の法定権限を有する
政令指定都市、中核市は除いています

宅地造成等工事規制区域

特定盛土等規制区域
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大阪府所管分の規制区域案／岬町

宅地造成等工事規制区域

特定盛土等規制区域

都市計画区域外
（岬町孝子）

都市計画区域内
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旧宅造法と盛土規制法の規制区域比較

宅地造成等工事規制区域

特定盛土等規制区域

宅地造成工事規制区域

【旧宅造法に基づく規制区域】
運用：令和６年３月３１日まで

【盛土規制法に基づく規制区域案】
運用：令和６年４月１日から
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区域指定の考え方
(参考)エリアごとに想定される災害と保全対象

【基礎調査実施要領（規制区域指定編）参考資料より】


